
令和 4 年全国労働衛生週間の事業場の実施する事項への取組状況【金沢地地区】 

1 

 

令和 4 年全国労働衛生週間実施事項の 

取組状況アンケート【金沢地区】 

令和 4年全国労働衛生週間に際して、同週間実

施要綱に定められた事業場における重点対策

別実施事項の取組状況を金沢労働基準協会会

員事業場、商工会議所、商工会、工業団地協同

組合、工業組合等の協力団体の会員事業場から

アンケートで回答していただきました。 

ご協力ありがとうございました。 

アンケート提出事業場を労働者数による規模

別割合をみると、1人～９人規模が 15.5％（前

年 16.7%）、10 人～49 人規模が 35.7％（前年

38.9%）、50人～99人規模が 20.2％（前年 22.2%）、

100 人以上規模が 28.6％（前年 22.2%）と回答

が得られました。昨年に比べると今回は、協会

以外の工業団地や工業協同組合、商工会が加わ

り、50 人未満規模事業場が 55.6％から 51.2％

に減少し、50 人以上規模事業場が 44.4％から

48.8％に増加しています。 

 

アンケート提出事業場を業種別にみると、今回

は、協会以外の工業団地や工業協同組合、商工

会が加わったため、製造業が 51.2％で前年

48.1％より 3.1ポイント多くなり、建設輸農林

の屋外産業も 20.3％で去年の 16.7％より 3.6

ポイント多くなりましたが、相対的に屋内産業

の商業サービス業 28.5％で去年の 35.2％から

6.7ポイント減少しています。 

全国労働衛生週間の事業場の実施する事項数

の平均は 33.5 項目でした。これを業種別にみ

ると、農林業が 44.0 項目で最も多く、次いで

運送業が 43.0項目で、以下、建設業 40.6項目、

製造業 31.7項目、サービス業 25.5項目、商業

12.0項目、医療業 10.0項目となっています。 

 
全国労働衛生週間の事業場の実施する事項数

の平均は 33.5 項目でした。これを規模別にみ

ると、1 人～９人規模が 18.8 項目、10 人～49

人規模が 39.2 項目、50 人～99 人規模が 73.7

項目、100 人以上規模が 32.8 項目と 50 人～99

人規模が飛びぬけて取組が多くなっています。 
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全国労働衛生週間の事業場実施事項の重点対

策の取組状況をみると、総計の 27.8％は各対策

実施事業場の過重平均割合ですが、前年の

27.0％より若干増えています。 

その中で最も実施割合の高い対策が、４Ｓ活動

（整理、整頓、清掃、清潔）、トイレ清潔保持、

休憩設備、換気、採光、照度などの「その他の

労働衛生対策」52.7％（前年 54.4%）です。 

有害業務以外の対策で取組が少ないものは、治

療と仕事の両立支援 11.9％(前年 8.8%)経営ト

ップによる健康所信表明 19.4％(前年 16.1%)、

職場での衛生意識の高揚 21.7％(前年 22.0%)メ

ンタルヘルス対策 22.8％(前年 21.1%)です。 

1. 「経営トップによる健康所信表明」は、全

項目に対する平均取組割合は 19.4％です。 

その実施事項の項目別内訳をみると、その中で

最も多いのが「職場大会等での表明」で 29.8%、

次いで「社内報掲載」が 22.6％、以下、「ホー

ムページ掲載」16.7％であり、その内容は、「メ

ンタルヘルスケア推進表明」が 20.2%、「ワーク

ライフバランス推進表明」21.4%、「過重労働対

策推進の表明」が 23.8%です。 

 
2. 「職場での衛生意識の高揚」は、全体とし

ての取組割合は 21.7％です。その中で 

最も多いのが、「ポスター標語の掲示」70.2%

で、次いで「トップの職場巡視」が 41.7%、以

下、「資料配布」31.0%、「労働衛生旗掲揚」21.4%、

「非常災害救護訓練」14.3%、「優良職場・功績

者表彰」9.5%、「講演会開催」4.8%であり、取

組が少ないのは、「家族の職場見学会」2.4%と

なっています。 
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3. 「安全衛生管理体制の確立」は、全体とし

ての取組割合は 33.8％です。そのの内訳を 

みると、最も多いのが「衛生管理者選任」59.5%、

次いで「衛生委員会の運営」57.1%、「年間安全

衛生計画」52.4%、「有資格者リスト」50.0%が 5

割を超えています。以下、「衛生担当者の巡視」

45.2%、「作業マニュアル」41.7%、「衛生規程」

40.5%、「作業主任者選任」39.3%、衛生推進者選

任」29.8%、「現場管理者の職務権限の確立」

23.8%、「リスクアセスメント担当者の養成」

14.3%、「ＰＤＣＡサイクル」13.1%、「労働安全

衛生マネジメントシステム導入」7.1%となって

います。 

 

4. 「作業環境管理の推進」は、全体としての

取組割合は 33.8％です。その内訳をみると、 

最も多いのが「換気、採光、照度、便所等の状

態の点検」が 58.3%、次いで「局所排気装置の

設置」34.5%、以下、「局所排気装置の検査点検」

と「作業環境測定結果による改善」と「有害物

等の作業環境測定実施」とが 31.0%、「作業環境

測定結果の周知」29.8%、「自動化、省力化等に

よる作業負担の軽減」28.6%、「各種作業指針の

周知」27.4%でした。 

 

5. 「作業管理の推進」は、全体としての取組

割合は 48.5％です。その内訳をみると、 

最も多い「有効な保護具等の選択」が 56.0%、

ついで「保護具使用徹底」が 53.6%、以下、「保

護具の必要数備付」50.0%、「保護具保守管理点

検」34.5%でした。 

 

「健康管理の推進」は、全体としての取組割合

は 34.5％です。その内訳をみると、最も多い 

「定期健康診断の実施」92.9%、次いで「医師か

らの意見聴取」65.5%、以下、「健診結果の医師

保健師による保健指導」63.1%、「異常所見者の

事後措置」57.1%、「医師への職場情報提供」

51.2%、「健康情報発信」と「産業保健総合支援

センターの活用」とが 15.5%、「「職場の健康診

断実施強化月間」行事」と「運動機会提供」と

が 8.3%、「ヘルシーメニュー提供」6.0%、「高齢

者の特定健診保健指導の連携」4.8%、「健康啓蒙

イベント開催」と「健康講座開催」とが 3.6%と

なっています。 
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6. 「労働衛生教育の推進」は、全体としての

取組割合は 34.5％である。取組割合が最も 

高かったのは、「雇入れ時教育」76.2％です。次

いで「危険有害業務従事者に対する特別教育」

31.0%、以下、「中期安全衛生教育計画の作成」

は 6.0%、「衛生管理体制中核者の能力向上教育」

7.1%と低くなっています。 

 

7. 「その他の労働衛生対策」は、全体として

の取組割合は 52.7％です。その実施事項の 

内訳をみると、最も多いのが、「事務所や作業場

の清掃と清潔保持」81.0%、次いで、「4Ｓ活動（整

理、整頓、清掃、清潔）」77.4%、以下、「清掃用

具の配置」73.8%が７割を超えています。取組が

少ないのが、「臥床休憩設備の配置」21.4%、「換

気、採光、照度等の状態の点検改善」48.8%です。 

 

8. 「過重労働健康障害防止総合対策」は、全

体としての取組割合は 45.9％です。 

最も多い「労働時間状況把握」が 81.0%、次い

で「時間外・休日労働削減」が 77.4%、以下、

「健診有所見者の事後措置」52.4%、「ワークラ

イフバランスの推進」40.5%、「長時間労働者に

対する医師の面接指導」36.9%、「産業保健総合

支援センターの活用」11.9%。「衛生管理体制中

核者の能力向上教育」8.3% 

となっています。 
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9. 「メンタルヘルス対策」は、全体としての

取組割合は 52.7％です。その内訳をみると、 

最も多い「ストレスチェック実施」が 63.1%、

次いで「メンタル相談窓口」が 46.4%と「チェ

ック結果の集団分析」42.9%が 4 割を超えてい

ます。「メンタル不調者の職場復帰支援制度」

23.8%、「心の健康づくり計画策定」22.6%と「衛

生委員会等における調査審議」21.8%が 2 割を

超えています。以下、「ラインケア教育」19.0%、

「集団分析による職場環境改善」17.9%、「セル

フケア教育」16.7%でした。 

最も少ないのは、「自殺予防週間の取組その他」

1.2%、次いで、「産業保健スタッフケア教育」

6.0%、「傾聴教育」7.1%、「事業場外資源活用」

8.3%が 1割を切っています。 

 

10. 「化学物質健康障害防止対策」は、全体と

しての取組割合は 24.6％です。その中で 

最も多い「適切な保護具の使用」が 47.6%、次

いで「安全データシート（SDS）備付」が 39.3%、

以下、「危険有害性の表示」32.1%、「皮膚や眼の

保護具の取扱注意表示と教育」32.1%、「特殊健

康診断による健康管理」31.0%、「化学物質のラ

ベル表示貼付」27.4%、「特定化学物質障害予防

規則の措置」26.2%、「リスク低減策の実施」

22.6%。「有機溶剤中毒予防規則の措置」21.4%、

「SDSに基づくリスクアセスメント」19.0%、「化

学物質汚染時の洗浄注意表示と教育」17.9%、

「代替物の検討採用」16.7%、「ラベル表示・SDS

の教育」15.5%となっています 。 

 
11. 「治療と仕事の両立支援」は、全体として

の取組割合は 11.9％です。項目別には、 

最も多い「治療と仕事の両立支援」21.4%、次い

で、「基本方針等の表明と周知」と「支援相談窓

口」が各 10.7%であり、少ないのは、「意識啓発

研修」4.8%です。 
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12. 「粉じん障害防止対策」は、全体としての

取組割合は 48.5％です。項目別には、 

その中で最も多いのが、「防塵マスク」36.9%、

次いで、「じん肺健診」35.7%。「その他粉じん障

害防止対策」32.1%であり、「局所排気装置」

22.6%、「全体換気装置」25.0%となっています。 

 

13. 「熱中症予防対策」は、全体としての取組

割合は 45.4％です。その中で最も多いのが、 

最も多い「水分補給」が 71.4%、次いで、「塩分

補給」が 60.7%であり、以下、「健康確認」40.5%、 

「WBGT 値把握」19.0%、「単独作業回避」14.3%

となっています。 

 
14. 「騒音障害防止対策」全体としての取組割

合は 16.2％です。その中で最も多いのが、 

「耳栓」27.4%、次いで「その他の騒音障害防止

対策」22.6%、以下「騒音作業場の表示」14.3%、

「騒音作業場の区画」9.5%、「防音措置」7.1%と

なっています。 

 

15. 「電離放射線障害防止対策」は、全体とし

ての取組割合は 4.5％です。その中で 

最も多いのが、「作業環境測定」7.1%、次いで、

「管理区域の標識明示」4.8%、「その他の電離放

射線障害防止対策」3.6%です。取組が少ないの

が「実効線量の測定」2.4%です。 

 
16. 「一酸化炭素中毒防止対策」は、全体とし

ての取組割合は 7.1％です。その中で 

最も多いのが、「換気措置」7.1%、次いで「その

他の一酸化炭素中毒防止対策」4.8%、「一酸化炭

素濃度測定」3.6%、「内燃機関使用禁止」2.4%と

なっています。 

 
17. 「酸素欠乏症防止対策」は、全体としての

取組割合は 10.1％です。その中で 

最も多いのが「換気」17.9%、次いで「その他の

酸素欠乏症防止対策」と「酸素濃度測定」とが

9.5%、以下「酸欠危険場所の立入禁止表示」3.6%

となています。 
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18. 「腰痛予防対策」は、全体としての取組割

合は 13.1％です。その中で最も多いのが、 

「その他の腰痛予防対策 22.6%」、次いで「荷物

運搬の省力化」16.7%であり、以下、「作業標準

改善」10.7%、「腰痛予防教育」8.3%、「腰痛予防

体操」7.1%となっています。 

 

19. 「振動障害防止対策」は、全体としての取

組割合は２.6％です。その中で 

最も多いのが、「その他の振動障害防止対策」

6.0%、次いで、「作業時間制限」3.6%であり、以

下、「防振手袋」2.4%、「防振機械」1.2%となっ

ています。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20. 「受動喫煙対策」は、全体としての取組割

合は 36.9％です。その中で最も多いのが、 

「その他の受動喫煙対策」70.2%、次いで、「喫

煙室の設置」59.5%、以下、「全面禁煙措置」25.0%

であり、取組が少ないのが、「排煙装置の設置」

17.9%、「受動喫煙健康教育」11.9%となっていま

す。 
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全国労働衛生週間アンケートＦＡＸ回答票 
全業種が対象です。規模は問いません。 

会社の名称  
業種 

労働者数 

会社の所在地  
電話番号 

担当者名 

重点事項 
あなたの会社で実施している事項を☑して下さい。「その他」は別紙に記載してください。 

（新型コロナウィルス感染症対策で今年は未実施の場合でも通常行っているときは実施事項としてください。） 

経営トップによ

る健康所信表明 

☐職場大会等での表明  ☐社内報掲載  ☐ホームページ掲載 ☐その他(別紙のとおり) 

☐ワークライフバランス推進表明 ☐過重労働対策推進表明 ☐メンタルヘルスケア推進表明 

職場での衛生意

識の高揚 

☐トップの職場巡視 ☐労働衛生旗掲揚 ☐ポスター標語の掲示 ☐講演会開催 ☐資料配布 

☐優良職場･功績者表彰 ☐家族の☐職場見学会 ☐非常災害救護訓練 ☐その他(別紙のとおり) 

安全衛生管理体

制の確立 

☐年間安全衛生計画 ☐衛生規程☐ 作業マニュアル ☐衛生管理者選任 ☐衛生推進者選任 

☐衛生委員会の運営 ☐作業主任者選任 ☐有資格者リスト ☐現場管理者の職務権限の確立 

☐衛生担当者の巡視  ☐リスクアセスメント担当者の養成  

☐労働安全衛生マネジメントシステム導入  ☐ＰＤＣＡサイクル  ☐その他(別紙のとおり) 

作業環境管理の

推進 

☐有害物等の作業環境測定実施 ☐作業環境測定結果の周知  ☐作業環境測定結果による改善 

✓局所排気装置の設置 ☐局所排気装置の検査点検 ☐換気、採光、照度、便所等の状態の点検 

作業管理の推進 
☐自動化、省力化等による作業負担の軽減 ☐各種作業指針の周知 ☐その他(別紙のとおり) 

☐有効な保護具等の選択 ☐保護具の必要数備付 ☐保護具使用徹底 ☐保護具保守管理点検 

健康管理の推進 

健康づくり対策 

☐「職場の健康診断実施強化月間」行事 ☐定期健康診断の実施 ☐医師への職場情報提供 

☐医師からの意見聴取 ☐異常所見者の事後措置 ☐健診結果の医師保健師による保健指導 

☐高齢者の特定健診保健指導の連携 ☐産業保健総合支援センターの活用 ☐その他(別紙のとおり） 

☐健康情報発信☐健康講座開催☐健康啓蒙イベント開催☐ヘルシーメニュー提供☐運動機会提供 

労働衛生教育の

推進 

☐雇入れ時教育 ☐危険有害業務従事者に対する特別教育 ☐中期安全衛生教育計画の作成 

☐衛生管理者、作業主任者等労働衛生管理体制の中核となる者に対する能力向上教育の実施 

過重労働による

健康障害防止の

ための総合対策 

☐ワークライフバランスの推進 ☐時間外・休日労働削減 ☐年次有給休暇取得促進 

☐労働時間状況把握  ☐長時間労働者に対する医師の面接指導 ☐健診有所見者の事後措置 

☐産業保健総合支援センターの活用  ☐その他(別紙のとおり） 

メンタルヘルス

対策 

☐衛生委員会等における調査審議 ☐「心の健康づくり計画」策定 ☐セルフケア教育  

☐ラインケア教育  ☐産業保健スタッフケア教育 ☐事業場外資源活用 ☐メンタル相談窓口 

☐傾聴教育 ☐メンタル不調者の職場復帰支援制度 ☐ストレスチェック実施  

☐チェック結果の集団分析 ☐集団分析による職場環境改善 ☐自殺予防週間の取組その他 

化学物質による

健康障害防止対

策 

該当の 有・無 

☐特定化学物質障害予防規則の措置 ☐有機溶剤中毒予防規則の措置 ☐適切な保護具の使用  

☐皮膚や眼の保護具の取扱注意表示と教育 ☐化学物質汚染時の洗浄注意表示と教育 

☐化学物質のラベル表示貼付 ☐安全データシート SDS 備付  ☐危険有害性の表示 

☐ラベル表示・SDS の教育 ☐代替物の検討採用 特殊健康診断による健康管理 

☐ SDS に基づくリスクアセスメント ☐リスク低減策の実施  ☐その他（別紙のとおり） 

特殊な労働衛生

対策 

 

 

該当する対策の

に☑チェック 

☐治療と仕事の両立支援  ☐基本方針等の表明と周知  ☐意識啓発研修 ☐支援相談窓口 

☐腰痛予防対策  ☐作業標準改善 ☐腰痛予防教育 ☐腰痛予防体操 ☐荷物運搬の省力化 

☐熱中症予防対策 ☐ WBGT 値把握 ☐水分補給 ☐塩分補給 ☐単独作業回避 ☐健康確認 

☐粉じん障害防止対策   ☐局所排気装置 ☐全体換気装置 ☐防塵マスク ☐じん肺健診 

☐電離放射線障害防止対策  ☐管理区域の標識明示 ☐実効線量の測定  ☐作業環境測定 

☐騒音障害防止対策   ☐騒音作業場の表示 ☐騒音作業場の区画 ☐防音措置 ☐耳栓 

☐振動障害防止対策   ☐防振機械 ☐防振手袋 ☐日振動暴露量算定 ☐作業時間制限   

☐酸素欠乏症防止対策   ☐酸欠危険場所の立入禁止表示  ☐換気  ☐酸素濃度測定 

☐一酸化炭素中毒防止対策  ☐換気措置  ☐内燃機関使用禁止 ☐一酸化炭素濃度測定 

事務所や作業場

における清潔保

持 

☐受動喫煙対策 ☐全面禁煙措置 ☐喫煙室の設置 ☐排煙装置の設置 ☐受動喫煙健康教育   

☐４Ｓ活動（整理､整頓､清掃､清潔）☐事務所や作業場の清掃と清潔保持 ☐清掃用具の配置  

☐トイレの法定数設置と清潔保持  ☐休養室の設置と清潔保持  ☐臥床休憩設備の配置 

☐換気、採光、照度等の状態の点検改善  ☐その他（別紙のとおり） 

 


